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研究成果 

 

現代日本の都市は、戦後のマスハウジング時代にモデル化された住宅で溢れている。それは、欧米住宅を模

倣し、近代核家族の器として普及した公室と私室の分離を主軸とする、いわゆる nLDK 型住宅である。しか

し人口減少時代となり、家族規模も縮小している現代においては、求められる住宅は大きく変化しストックと

ニーズのズレが拡大している。本研究は、子ども独立後に n LDK 型集合住宅住戸に居住する夫婦のみ世帯を

対象に、住み方と住空間のズレを検証し、高齢夫婦のみ世帯の住要求を把握することを目的とするものである。

子ども独立後 5 年以内、10 年以内、20 年以内で割付したウエブアンケート調査（450smpl）、及び 7 件の訪問

住み方調査を実施した。調査の結果、以下のことが明らかになった。 

 

１）夫、妻ともに８割近くが専用スペースを所有しており、子ども独立後の時間経過とともに、その比率が

増加している。特に妻は子ども全員が家を出て二人になってから取得した割合が高く、限られた住空間の

中では子ども部屋が優先され確保できなかった夫や妻の専用スペースが、元子ども部屋等を使って実現し

ている。 

２）夫婦別室就寝は 61.6％と半数を超え、専用スペースで行う行為として最も多いのが就寝である。寝室を

兼ねた専用スペースとして使われているのは、元子ども部屋に加えて LD から直接出入りできる和室であ

る。 

３）専用室で行われる割合が比較的高い行為は、テレビ以外の趣味（夫 49.3％、妻 44.6％）、くつろぎ（夫

39.0％、妻 36.2％）、デスクワーク（夫 58.4％、妻 32.2％）であり、特に夫はデスクワークを専用スペー

スでする人が多い。 

４）一方で、食事（88.4%）、団らん(82.7%)、テレビ(69.1%)、くつろぎ（65.8%)、接客(57.6%)と言った行

為は、夫婦が同じ部屋・場所で一緒に行うと答えた割合が高い。また夫婦ともに、生活行為の多くはリビ

ングで行われ、在宅時に一番長く過ごす場所も、最も居心地が良いと感じている部屋もリビングが最も多

く、住み方の共用傾向が強いことが確認された。 

５）収納不足は、子ども独立後の時間経過とともに改善される傾向があり、子どもが残していったものを一

定は整理、処分し、夫婦二人の生活にあった住まい方へと変容させている。それでも 7割以上が「収納ス

ペースが不足している」と答え、訪問調査では１室が納戸状態になっている事例が 7 件中５件あり、大型

収納の必要性が示唆された。 

 

以上より、子どもが独立して夫婦のみの生活になった時、nLDK 型住宅の空室になった元子ども部屋は、別

室就寝を可能とする夫婦の専用スペースや納戸に転用されていることが分かった。一方で夫婦の住生活におい

てはリビングで過ごす時間、リビングで行う行為が圧倒的に多いことから、標準家族を想定した住宅における

公室と私室の配分修正の必要性が示唆された。 


